ポスト・ケインズ派分配理論に占める金融的要因の位置 by 渡辺,良夫









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































個 人 研 究
　て分析している。すなわち，
　　　　　　　Pω　　　Pc
　　　　　　　瓦ダ＝μτ‘
　ただし，μは比例係数であり，0〈μ＜1と仮定す
　る。この仮定のもとでは，利潤率は
　　　P　　（Sc一μsω）1／Y－s，Sw（1一μ）　9
　　’L－　コ　　　ー－“s　－’－t　　　rつt－＋－＋－－－T－：1trbT－－　　　　　K　　　　　（Sc－sω）1／Y　　　　　Sc
　によって決定されることにより，Swは利潤率の
　決定に対し影響を及ぼす。だから，Swが利潤率
　の決定にとり無関係であるというパシネッティの
　結論は，上述のμ＝1である場合に対応する。
　Pasinetti〔15〕pp，139－141，
8）　Pasinetti〔14〕p．273，
9）　Pasinetti〔14〕pp．272－274．
10）　Pasinetti〔15〕p．122．
11）　Pasinetti〔14〕p．274．
12）　Pasinetti〔15〕p．128．
13）Kaldor〔9〕，とりわけPP．316－319を参照。
14）　その注目すべき例外は，Kaldor〔9〕をはじめ
　として，Davidson〔3〕とKahn〔7〕である。
15）　　K二aldor　〔9〕　P．310．
16）Kaldor〔9〕pp．310－311を参照。
17）モデルの展開においては，企業の利潤から支払
　われる配当所得は賃金所得と識別されて表示され
　ていないが，それは配当所得からの貯蓄が無視し
　　うるものであるというカルドアの取扱いのためで
　ある。
18）　Kaldor〔9〕P．311．
1g）Kaldor〔9〕pp．316－319を参照。
20）　キャピタル・ゲインや評価比率のいっそう立ち
　入った議論は，Moore〔12〕および〔13〕で展開
　されている。
21）Moore〔12〕PP．532－533を参照。
22）　Kaldor〔9〕PP．317－318．
23）Davidson〔3〕および〔4〕第12章と第13章を参
　照。
24）　Kaldor〔9〕p．318．
25）Moore〔】2〕pp．533－534，および〔】3〕pp．
　873－87を参照。
26）Moore〔13〕pp．876－877を参照。
27）Davidson〔4〕訳書333ページ。
28）Bhatia〔2〕を参照。
29）　もし証券価格（利子率）による調整作用をモデ
　ルでより適切に位置づけるためには，次の二つが
　考えられる。第1は，ケインズが示唆したよう
　に，利子率の変化によって誘発される富効果とし
　て再構成し，キャピタル・ゲインが直接に家計の
　貯蓄性向の短期的変化を引き起こすものと考える
　ことである。第2は，投資が外生的で金融的要因
　の影響を受けないという仮定をはずし，証券価格
　が割引率や資本コストのルートをつうじて資本需
　要に影響するような，内生的な投資理論を展開す
　ることであろう。
30）Skott〔18〕PP．566－567を参照。
31）詳細な分析については，Davidson〔4〕第10章
　および第11章を参照。また拙稿〔20〕も参照され
　たい。
32）Mp＝1という仮定は，貯蓄によってγが増加
　　しても，価値貯蔵物としての貨幣需要は増加せ
　ず，暗黙のうちに貨幣供給はすべて活動残高とし
　て保有されることを意味する。このとき恒常成長
　が維持されるためには，貨幣供給量は産業的流通
　での必要量の増大を満たすようABCEだけ拡張
　されなければならない。
33）貯蓄がすべて証券で保有される（mp＝1）とい
　　うことは，厳密にいえば，不活動貨幣残高の限界
　保有性向miがゼPになることを意味する。しか
　しながら．こうした仮定が成り立つのは将来に関
　する不確実性が存在しない「非貨幣的経済」にお
　いてであるにすぎない。事実，ケインズは「流
　動性に対する不活動需要は富の総額に依存する
　（Keynes〔10〕p．668），すなわちmi＞0である
　とし，貯蓄によってVが増加するにつれて，価値
　貯蔵のための貨幣需要と証券需要が同時に増加す
　ると考えていた。したがって，ケインズ的世界で
　は0〈Mp＜1となる。
34）宮崎義一教授は．新パシネッティ・メカニズム
　について次のような興味深い指摘をしている。す
　±なわち「……ケイソズ理論においては貯蓄と投資
　のバランスは実物投資の量的拡大によって実現さ
　れると考えられたが，カルドアは，必ず・しも企業
　による実物投資がなくても，証券市場に向けて過
　剰な貯蓄が流れて株価を引き上げ，キャピタル・
　ゲインを生み出しながら貨幣表示において貯蓄と
　投資がバランスされる場合もあるという。つま
　　り，貨幣表示の貯蓄と投資は，株価の変動をつう
　じてバランスがはかられているという考え方であ
　る」（宮崎〔11〕173ページ）。現代の大企業体制
　のもとで新パシネッティ定理が含意するものは，
　宮崎教授によれば，企業の「内部純余剰」の増大
　と家計の所得上昇による過剰貯蓄が証券価格上昇
　を引き起こすという状況のもとでの貯蓄・投資の
　均等化メカニズムであり，これはわれわれの貨幣
　的側面での貯蓄・投資の均等化メカニズムに対応
　するものであろう。
35）Davidson〔4〕訳書399－340ページ。
36）　Keynes〔10〕pp．668－669．
37）Davidson〔4〕訳書371ページ，　Wood〔19〕
　訳書135ページを参照。
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